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             (a) 1,5 通り         (b) 2 通り         (c) 3 通り 
図 1.2 対象建物の張間方向軸組図 
 
 
(a) A 構面 (b) B 構面 (c) C 構面 

























（図 1.4の a部） 
(b) 鉛直接合部詳細 
（図 1.4の b部） 




















ンクリート強度は耐震診断 11）で強度試験のない場合の採用値である 27N/mm2 とし，弾性係数は
同強度に対して参考文献 12）に準拠し 25.7N/mm2と算出した。 
 
 















同接続筋が D16 と D19 の 2 体の実大水平接合部引張実験 3）を参考に，接続筋が D16 と D19 の場
合のほか，D22の場合についても設定した。SBばねの鉛直引張方向の復元力特性の概形を図 1.7
に示す。図には後述の CRばねの概形も示す。復元力特性の第 1折点は接続筋の降伏点であり，

























た。JQ ばねの鉛直ずれ方向の復元力特性は図 1.8 のような原点対称とした 4）。第 1 折点である
接合部への斜めせん断ひび割れ発生時の耐力を最大せん断耐力の 1/3とし，その時の変位を 0.05
㎜とした。第 2 折点である最大せん断耐力 Qsuは「壁式プレキャスト鉄筋コンクリート造設計規
準・同解説」12）に準拠して算出した。最大せん断耐力を与える変位δsuは既往実験を参考に 1.5
㎜とした 4）。最大せん断耐力後の残留せん断耐力はコッター筋（差筋）のせん断耐力で最大せん
断耐力の 27.7%とした。1層あたり 2箇所の JQばねを設定し，それぞれに 1層あたりの半分の耐
力を与えた。また，同ばねは水平方向および回転方向に対して弾性高剛性とした。 
 


















んでいる。建物の耐震壁の厚さは妻壁（1 通りと 13 通りの壁）のみ 180 ㎜で，その他は 150 ㎜
である。壁重量については，階の中間で上下階重量に振り分けている。その結果，建物の単位面




地震荷重は Ai分布で算出した。C0=0.2時の地震荷重算出結果を表 1.1に示す。 
 
 













R 2228  5.58            748  
5 2880  8.16  2228  0.162  1.68  0.34  748  652  
4 2880  8.16  5108  0.372  1.37  0.27  1400  538  
3 2880  8.16  7988  0.581  1.21  0.24  1939  447  
2 2880  8.16  10868  0.791  1.10  0.22  2386  364  










を行った。荷重-変形角関係を図 1.9 に示す。縦軸の荷重は Ai分布で算出した地震荷重による 1
階層せん断力係数 CQ1を示し，横軸の変形角 R(%)は R 階の水平変位を 1 階床レベル（1SL）から
の高さ 13.0mで除した値である。図 1.10と図 1.11に張間方向の変形と接合部ばねの損傷の様子
を示す。図中の○および●印は接合部あるいは部材の曲げ，せん断ばねがそれぞれ，復元力特性
における第 1折点および第 2点折点に到達したことを示す。 
保有水平耐力時 1階増せん断力係数は+Y方向と-Y方向でそれぞれ 0.64と 0.65であった。 
+Y 方向の挙動を考察する。1 階層せん断力係数 CQ1=0.13 で既存出入口上部の壁梁(境界梁)に
せん断ひび割れが発生（SBMばねが第 1折点到達）し，CQ1=0.61までに全階でせん断破壊が発生
する。CQ1=0.19付近で 1通りと 5通り架構の連層壁間の B 通り 3階の鉛直接合部にひび割れ（JQ
ばねが第 1折点到達）が発生し，その後，上階，他通り架構の鉛直接合部へと順次ひび割れが進





合部へと順次ひび割れが進展する。CQ1=0.56付近で 5通り架構の連層壁間の B通り 1階の鉛直接
合部がせん断破壊し，さらに 2，3通りと 5通り架構の連層壁間を中心にせん断破壊が上階に進








図 1.9 荷重変形関係図 
 
  
図 1.10 保有水平耐力時変形図 R=0.17% 
（既存モデル+Y方向） 




















(a) A構面 (b) B構面 (c) C構面 





第 1章 序論 
研究の背景と目的，既往研究で行った建物の耐震性能評価手法について述べる。 
 





























1980 年以前に建設された WPC 構造集合住宅建物は，健全な躯体を保持しながら全国に多数存
在するが，EVが存在せずバリアフリー未対応であるという使用上の問題がある。 
そこで，これらの建物に対し EV を併設した共用廊下を増築する計画が小泉らにより提案され


























































































図 2.5 補強梁詳細 
（図 2.4の b-b’断面） 
図 2.6 補強梁詳細 


































図 2.7 補強梁詳細 










補強概要を図 2.9 と図 2.10 に示す。本補強案は地震時に損傷が早期に発生する 3 通り架構 B
通り上の各階の鉛直接合部と境界梁に鉄筋コンクリート梁を設ける（図 2.9）。同梁のせん断耐
力が補強箇所のせん断耐力に寄与する。 


























































は表 2.1と表 2.2の通りである。床梁伏図で既存階段室脇の架構（2通りや 4通りなど）の連層




一方，1通りや 5通りなどの他の連層壁架構には連結梁を設けない。これは 2通りや 4通りで
は，図 2.13bに示すように，耐震壁にあと施工アンカーを用いて直接添柱（C4）を固定できるの



















図 2.12 2通り軸組図 
 
(a) 図 1の A-A’立断面図         (b) 図 1の B部詳細図 




増築部の部材断面は表 2.1と表 2.2のとおりである。最上階の 5階の柱と屋根は重量軽減を目





連結梁（G1）の断面は 3-5階で幅 400㎜，せい 900㎜である。2階については，GLから 2階床
レベルまでの高さが 3600㎜と大きく，梁せいを確保できることから，同梁のせいを 1500㎜とす
る。これにより，耐震性能が相対的に低い張間方向の+Y 方向地震時の連層壁への曲げ戻しを増











表 2.1 柱断面リスト（1-4階共通） 
符号 C1 C2 C3 C4 (添柱) 
BX x BY *1) 800 x 350 400 x 350 350×350 400×500 




















帯筋 3-D13@100 D10@100 D10@100 D10@100 
pw *3) 
X 方向 1.1 0.41 0.41 0.29 
Y 方向 0.48 0.36 0.41 0.36 
最大検定比*4) 
M 0.107 [-Y] 0.143 [-Y] 0.390 [X] - 
Q 0.071 [+Y] 0.068 [+Y] 0.067 [X] - 
(*1): 平面図中 X 方向の部材断面幅(BX)と Y方向の幅(BY)を示す。 
(*2): 引張鉄筋比(%)を示す。 





表 2.2 梁断面リスト 
符号 G1 G2 G3 G4 
階 2 3-5 2 3-5 2-5 2-5 
断面 C 通り端 中央・ 他端 C 通り端 
中央・ 
他端 D 通り端 
中央・ 




B x D*1) 400x1500 400x900 400x1500 400x500 350×300 350×300 
上端筋 2-D16 8-D16 2-D16 8-D16 4-D16 8-D16 4-D16 8-D16 3-D16 3-D16 
下端筋 8-D16 2-D16 8-D16 2-D16 8-D16 4-D16 8-D16 4-D16 3-D16 3-D16 
あばら筋 D13@100 D13@100 3-D13@100 3-D13@100 D10@200 D10@200 







































































・第 1条 総則 
 1.1 適用範囲 
地上階数 5以下，かつ軒の高さが 20m以下で，壁式プレキャスト鉄筋コンクリート構造の場合
は構造部材が有効に接合され一体化された建物を壁式規準に適用するとある。研究対象としてい
る既存建物は 5階建で軒の高さが 13mであり，構造部材は図 1.5の水平接合部や鉛直接合部によ
り一体的に接合されていることから，既存建物は同規準を適用する。 
 
・第 2条 用語および記号 
壁式規準における用語をまとめたものであり，仕様に関する規定はない。 
 




や耐震壁などの構造躯体で使用されているコンクリートは 18-27N/mm2 であり，接合部では 21 
N/mm2の充填コンクリートが使用されているため，コンクリート材料について規定を満足する。 
また，鉄筋の種別については異形棒鋼の SD295A，SD295B，SD345，SD390 とし，鉄筋の径は原
則として 25㎜以下とすると規定されている。既存建物の床板や耐震壁には 9φや 13φの丸鋼が
使用されているため，鉄筋の種別において規定を満足していない。 
 










・第 6条 構造計画 
第 6条は建物の規模や耐震壁および壁梁の配置，各部材の構造に関する規定である。 
建物の規模について，各階の階高は 4.0m 以下，建物の長さは原則として 80m 以下とし，また















・第 7条 荷重および外力とその組合せ 
構造計算に採用する荷重や外力の組合せについて規定されている。 
 






・第 9条 許容応力度設計 
許容応力度の算出方法の他，耐震壁や壁梁などの配筋規定が記載されている。 
壁梁の配筋について，端部曲げ補強筋は 1-D13 以上とすることに加え，中間部補強筋は D10
以上とするほか，横補強筋比および縦補強筋比は表 3.1 に示す値以上とするよう規定されている。
既存建物の壁梁の断面および配筋を表 3.2 に示す。既存建物の壁梁の端部曲げ補強筋は表 3.2
から全て D13 以上であるため規定を満足することを確認した。一方，壁梁の横補強筋比について












3 階建の 3階および 2階壁梁，4階建
の 4階および 3階壁梁，5階建の 5階
および 4階壁梁 
0.25 
















 境界梁 G1 G2 G3 
























 G4 G5 G6 G7 



















 G8 G9 G10 G11 
































（1）各階の階高が 3.5m 以下である 
（2）各階各方向の壁率が（3.1）式を満たす。 








cF/18 ただし， 2/1  （3.2） 
（3）各階各方向の壁量が（3.3）式を満たす。 
0ww LZL  かつ， wmw LL   （3.3） 
ここで，Lwは各階における各計算方向ごとの壁量（mm/m2）で計算方向の耐震壁の実長の
和を当該階の壁量算定用床面積（壁率算定用床面積に同じ）で除した値，Lw0 は標準壁量
（mm/m2）で表 3.3 による値，α は耐震壁の厚さが最小壁厚より大きい場合の壁量の低減係
数で下式による。 
  ltlt /0   （3.4） 
ここで，t0は耐震壁の最小壁厚（mm）で表 3.4 による値，lは耐震壁の実長（mm），tは耐
震壁の厚さ（mm）である。 
また，β は（3.2）式による値で，Z は地震地域係数，Lwm は最少壁量（mm/m2）で表 3.3
による値である。 
 







地階を除く階数が 1から 3の建物の各階 120 70 
地階を除く階数が 4および 5の建物の各階 150 100 







表 3.4 耐震壁の最小壁厚 t0（mm） 
階 最小壁厚 t0 
地上階 






   （a）軟弱地盤以外に建つ地下階の無い建物の床板 
  （b）軟弱地盤以外に建つ地上階数 2階以下の建物の最上階屋根板 
（5）複筋梁である 








表 3.5 既存建物の壁量と壁率 
 規定値※ 張間方向 桁行方向 
壁量（cm/m2） 15.0 16.7 15.4 
























図 3.1 から図 3.6 に既存モデルの C0＝0.2 地震荷重時の M 図，Q 図，変形図を示す。また図
3.1-図 3.4 中に発生値を併記する。曲げ発生値が最大となったのは 1階の境界梁で 221.1kNm で





























図 3.5 既存モデル変形図 
（+Y方向載荷時） 








図 3.7から図 3.9に桁行既存モデルの C0＝0.2地震荷重時の M図，Q図，変形図を示す。また
各発生値を表 3.6に示す。曲げ発生値が最大となったのは 2階の G2梁で 36.7kNmであった。ま






図 3.7 桁行既存モデル M図 
 
 
図 3.8 桁行既存モデル Q図 
 
 






表 3.6 桁行既存モデル発生値(kNm,kN) 
曲げ発生値 A構面 せん断発生値 A構面 
  
G1 G2 G5 G5 G2 G1 
G3 G4 G6 G6 G4 G3 
5F 
2.4 18.7 3.6 3.0 13.7 12.2 
6.5 1.8 4.1 3.9 1.4 15.7 
4F 
6.3 26.2 7.4 6.3 21.1 15.2 
12.5 2.2 5.8 6.1 1.9 20.4 
3F 
12.1 32.8 11.0 9.5 28.3 19.8 
17.5 2.5 7.3 7.9 2.2 23.8 
2F 
16.9 36.7 14.1 12.2 32.9 23.1 
21.3 2.3 8.0 9.0 2.1 25.0 
1F 
20.6 33.7 16.1 13.7 31.2 24.1 
0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 
 
  
G1 G2 G5 G5 G2 G1 
G3 G4 G6 G6 G4 G3 
5F 
1.9 25.8 20.3 6.8 19.5 16.9 
6.5 2.5 16.0 15.1 2.1 21.8 
4F 
9.7 36.5 34.4 17.0 30.3 21.4 
15.8 3.2 16.3 16.3 2.8 28.7 
3F 
17.4 42.4 50.8 31.7 41.3 27.8 
24.1 3.6 16.6 16.6 3.3 33.8 
2F 
24.4 49.2 57.5 44.6 48.4 32.7 
29.0 3.3 16.6 16.9 3.2 34.5 
1F 
28.0 48.6 63.1 52.7 47.7 33.3 
16.9 0.9 6.9 9.8 0.9 14.2 
 
  
曲げ発生値 B構面 せん断発生値 B構面 
 
G7 G8 G8 G7 
5F 7.7 13.9 0.9 16.0 
4F 11.1 18.3 4.0 19.3 
3F 14.1 22.2 9.0 21.5 
2F 16.0 24.3 13.5 21.7 
1F 14.8 22.1 15.2 17.9 
 
 
G7 G8 G8 G7 
5F 10.0 28.5 0.4 19.4 
4F 13.5 41.7 9.9 23.6 
3F 17.1 52.9 22.6 26.4 
2F 19.5 54.0 33.6 26.7 
1F 18.4 51.7 39.1 22.8 
 
  
曲げ発生値 C構面 せん断発生値 C構面 
  
G9 G10 G10 G9 
G4 G11 G11 G4 
5F 
2.3 6.3 1.7 12.9 
0.5 9.8 3.9 1.3 
4F 
7.8 9.5 3.8 19.2 
1.1 15.9 10.7 1.7 
3F 
15.7 15.4 10.3 25.6 
1.5 20.9 16.5 2.0 
2F 
22.1 20.2 15.9 29.9 
1.6 22.2 19.8 1.9 
1F 
22.9 21.8 19.2 27.6 
0.0 0.2 0.1 0.0 
 
  
G9 G10 G10 G9 
G4 G11 G11 G4 
5F 
3.9 8.5 1.3 16.8 
0.8 13.3 3.9 1.9 
4F 
12.1 13.3 6.4 25.6 
1.6 22.3 14.8 2.5 
3F 
23.7 21.5 14.6 34.8 
2.3 29.3 23.7 2.9 
2F 
33.2 28.3 22.9 41.3 
2.4 31.5 28.4 2.8 
1F 
35.1 30.4 27.4 40.2 









jfaM tt=  （3.5） 








ap ww =  （3.7） 







表 3.7 既存建物の許容応力度計算結果 
 
最大曲げ検定比 最大せん断検定比 
境界梁 0.37 0.60 
G1 0.52 0.72 
G2 0.80 0.84 
G3 0.55 0.58 
G4 0.30 0.30 
G5 0.34 0.64 
G6 0.95 0.82 
G7 0.59 0.38 
G8 0.49 0.48 
G9 0.55 0.64 
G10 0.41 0.47 










 既存建物の床板は階段室を除き 5種類存在する（図 3.10の S1-S5）。S1,S2,S4,S5板について
許容応力度計算を行う。それぞれの床板は図 3.10中の Y軸が主力方向の 1方向スラブとした。
これは，S1と S2間および S4と S6間の張間方向耐震壁が存在せず，図 3.10中の X軸方向での
応力伝達は小さいと考えられるためである。また既存建物の床板と耐震壁は，接合筋と充填コン
クリートにより部分的に接合されており，この接合部での剛性が十分に確保されているとは言え























図 3.14 S4板図 図 3.15 S5板図 
 
 
長期荷重について，床スラブコンクリートの重量は 24 kN/m3とし，スラブ厚は 120 ㎜である
ため単位面積あたりの重量は 2.88kN/m2と算出した。また仕上げ荷重は 0.20 kN/m2とした。床板
の構造計算をする場合の積載荷重は建築基準法に準じ 1.8kN/m2 である。以上より床板の長期荷












表 3.8 床板の長期許容応力度計算結果（一方向スラブ） 
 
発生値 [kNm] 許容値 [kNm] 検定比 
S1 23.41 20.24 1.16 
S2 18.73 20.24 0.93 
S4 17.50 17.71 0.99 










表 3.9 床板の長期たわみ（一方向スラブ） 
 
規定値 [mm] 長期たわみ [mm] 
S1 10.5 3.54 
S2 10.2 3.32 
S4 10.5 3.33 































































図 3.19 長期荷重時 Myy図 [kNm]（主力方向） 
 
 





























表 3.10 床板の長期許容応力度計算結果（解析） 
 
発生値 [kNm/m] 許容値 [kNm/m] 検定比 
S1（下端引張） 5.22 6.783 0.77 
S2（下端引張） 5.33 6.783 0.79 
S2（上端引張） 9.42 13.566 0.69 








果を表 3.11 にまとめる。同表より，各床板を 1 方向スラブとして許容応力度計算をすると S1




表 3.11 床板の長期許容応力度計算結果 
  検定比 
 一方向スラブ 解析 
S1（下端引張） 1.16 0.77 
S2（下端引張） 0.89 0.79 
S2（上端引張） 0.90 0.69 
S3（上端引張） - 0.71 
S4（下端引張） 0.96 - 
S4（上端引張） 0.70 - 








既存不適格建築物への増築改修は，平成 17年 6月 1日の改正基準法の施工により，増築面積








図 3.21 増築部分の規模等に応じて既存建物に適用される耐震診断のフロー 
 















































































Ai 分布により算出した地震荷重を表 4.1 に示す。既存建物に対して増築後の建物の地震荷重
は 2-4,R階で 16%，5階で 15%増大した。 
 











R 2585            867  
5 3300  2585  0.163  1.68  0.34  867  748  
4 3328  5885  0.371  1.37  0.27  1614  622  
3 3328  9213  0.581  1.21  0.24  2237  517  
2 3328  12541  0.790  1.10  0.22  2753  420  
1   15869  1.000  1.00  0.20  3174    
 
 




















0CARZC iti =  （4.3） 
iii














接合部梁のせん断耐力は 1本あたり 141.1kNと算出し，同梁により 3通り架構 B通りのせん断





算出の結果，補強部材の 1層分の重量は 62.0kNとなった。 
Ai 分布により算出した地震荷重を表 4.2 に示す。既存建物に対して増築後の建物の地震荷重
は 2-5階で 18%，R階で 12%増大した。 
 













R 2395  4.96            816  
5 3300  7.47  2395  0.153  1.70  0.34  816  755  
4 3328  7.45  5695  0.363  1.38  0.28  1570  626  
3 3328  7.45  9023  0.575  1.22  0.24  2196  519  
2 3328  7.45  12351  0.788  1.10  0.22  2715  421  











分解析による崩壊形および保有水平耐力の検討の 2通りで評価する。図 2.11中の X方向（桁行










表 4.3 増築後の建物の耐震評価方針 






























56.0 NDZM eBc += σ  （4.5） 








































強度設計に関する資料」17)のせん断スパン比 a/D に応じた剛性低下率 αyの算出式（(11),（4.9）
式）を用いて，部材の弾性剛性に乗じて算出した。a/D ≧2.0の場合に（4.8）式，a/D ＜2.0
の場合に（4.9）式を用いた。増築部の各柱・梁部材のせん断スパン比は予備解析により算出し

































aBB ty 03210 ηα  （4.9） 
 
ここで， n は鋼材とコンクリートのヤング係数比(=15)， ptは部材断面積に対する引張主筋
比，a はせん断スパン(mm)，d は断面の有効せい(mm)，D は断面の全せい(mm)，η0は軸力比，B0-3












築モデル）を作成した。解析モデルの概要を図 4.4 に示す。既存階段室前の新設耐震壁 W35（D
通り 2-4 通り間など）は，付帯柱（C1）を含む長方形断面の線材に置換し，水平方向に壁幅の剛




図 4.4 桁行増築モデル 
 
標準せん断力係数 C0=0.2 の設計用地震荷重は Ai 分布により算出した。算出した地震荷重を表
4.4 に示す。なお，解析上 R階はモデル化していないため，同階の地震荷重は 5階に付加して与
えた。 
 











R 100            56  
5 726  100  0.027  2.78  0.56  56  202  
4 914  826  0.219  1.56  0.31  258  193  
3 914  1740  0.462  1.29  0.26  451  156  
2 1111  2654  0.705  1.14  0.23  606  147  













































ねじれ変形が発生し，既存建物に Y方向の水平力を与える（図 4.6）。 
 
 
図 4.6 ねじれ変形により発生する水平力  
 
これに対して，桁行増築モデルで 1通りや 5通りの一体化スラブ位置で Y方向変形を拘束した
場合の Y方向反力を求めた。反力を求める際，増築独立モデルの D構面 1通りと 13通りの各階
に Y方向の変位を拘束する支持条件を与えた。 
桁行方向設計用地震荷重下の反力は，1 通りと 13 通りともに表 4.5 の通りである。同反力は
既存建物の Y 方向設計用地震荷重時水平力の 1%程度であり，増築部のねじれ変形は既存建物に
より拘束されると考えられる。 
 






R - 748 
5 8.1 652 
4 8.1 538 
3 7.1 447 
2 7.9 364 















































  002.05.0  wtwsA pffjbQ  （4.11）
ここで，M は柱の引張鉄筋比が釣り合い鉄筋比以下の場合の許容曲げモーメント(N/mm2)， ft
は引張主筋の許容応力度(N/mm2)，n はヤング係数比，d1 は有効せいを全せいで除した値，xn1 は
中立軸位置を全せいで除した値，dc1 はコンクリートの圧縮縁から圧縮側主筋の中心線までの距
離を全せいで除した値である。 




ap ww   （4.12） 
ここで，awは 1組のせん断補強筋の断面積(mm2)，x はせん断補強筋の間隔(mm)である。 
 
各増築部材の最大検定比を表 4.6 に示す。 
表 4.6 より検定比が最大となるのは G3 梁で曲げに対して 0.91 であり，全ての部材の検定比が
1.0 未満となったため，増築部は許容応力度設計を満足することを確認した。 
図4.7-図4.18に桁行増築モデルと増築一体化モデルの増築部の長期荷重時および設計用地震
荷重時の M図，Q図，N図を示す。また M図，Q図中に各部材の最大発生値を併記する。 
 
表 4.6 増築部の許容応力度計算結果  
























図 4.10 桁行増築モデル M図（短期荷重時） 
 
 
図 4.11 桁行増築モデル Q図（短期荷重時） 
 
 































































































































































































































































































































































































































































































































































図 4.13 張間短期 M図(+Y) 図 4.14 張間短期 M図(-Y) 
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図 4.19 荷重-変形関係図（+Y方向載荷時） 
 
 
図 4.20 荷重-変形関係図（-Y方向載荷時） 
 
表 4.7 保有水平耐力時 1階層せん断力係数（CQU1） 


























CQ1=0.12時に 2,3階の境界梁にせん断ひび割れが発生し，その後 CQ1=0.16までに 2-5階の境界
梁にせん断ひび割れが発生する。CQ1=0.54で 2階の境界梁にせん断破壊が発生し，CQ1=0.56まで




その後，他通り，他架構の鉛直接合部に損傷が波及する。0.52< CQ1<0.53で 1通り架構 A通り側




CQ1=0.16時に 2階の境界梁にせん断ひび割れが発生し，その後 CQ1=0.19までに 1-4階の境界梁
にせん断ひび割れが発生する。既存モデルでは CQ1=25 までに全ての境界梁にせん断ひび割れが




部にずれ破壊が発生し，0.50< CQ1<0.52 で 1 通り架構 AB 間耐震壁 B 通り側と同架構 C 通りの直
交壁の水平接合部が引張降伏する。その後，他通り，他架構の鉛直接合部と水平接合部に損傷が
















図 4.21 荷重-変形関係図（屋上補強モデル+Y方向） 
 
 
図 4.22 荷重-変形関係図（屋上補強モデル-Y方向） 
 
  
図 4.23 保有水平耐力時変形図 R=0.21% 
（屋上補強モデル+Y方向） 















その後，他通り，他架構の鉛直接合部に損傷が波及する。CQ1=0.55 から 0.56 で 1 通り架構 A 通












接合部にずれ破壊が発生し，0.53< CQ1<0.54 で 1 通り架構 C 通りの水平接合部が引張降伏する。
その後，他通り，他架構の鉛直接合部と水平接合部に損傷が波及する。また，CQ1=0.62で 3通り




















図 4.25 荷重-変形関係図（接合部補強モデル+Y方向） 
 
 
図 4.26 荷重-変形関係図（接合部補強モデル-Y方向） 
 
  
図 4.27 保有水平耐力時変形図 R=0.21% 
（接合部補強モデル+Y方向） 












で 1，5 通り架構 A 通り側の水平接合部が引張降伏し，その後，3 通り架構での同接合部の引張
降伏が発生して保有水平耐力に至る。 
増築部については，CQ1=0.29(R=0.02%)で 2階 G1梁の曲げひび割れ発生後，CQ1=0.37(R=0.04%)











増築部については，CQ1=0.25 で 2 階 G1 梁の曲げ破壊発生後，梁の曲げひび割れが発生する。
柱については CQ1=0.31時に 1階の C2柱で曲げひび割れが発生し，その後，C1や他階の損傷が進
展する。 
既存モデルに対して増築一体化モデルでは境界梁のせん断破壊が発生している。これは，増築






























図 4.29 荷重-変形関係図（増築一体化モデル+Y 方向） 
 
 
図 4.30 荷重-変形関係図（増築一体化モデル-Y 方向） 
 
  
図 4.31 保有水平耐力時変形図 R=0.19% 
（増築一体化モデル+Y 方向） 





第 5章 結論 
 






























+Y 方向で 0.59 と 0.65，-Y 方向で 0.58 と 0.63 であった。既存建物の CQU1は 0.64（+Y 方向）



































鉄筋コンクリート構造集合住宅建物の耐震性能評価 その 1, 日本建築学会構造系論文集, 




ャスト鉄筋コンクリート構造集合住宅建物の耐震性能評価 その 2, 日本建築学会構造系論
文集, 第 680号, pp1589-1598, 2012.10 
 
4) 高木次郎，大関修平，中橋芳貴：既存壁式プレキャスト鉄筋コンクリート構造集合住宅建物




の耐震性能，日本建築学会構造系論文集，第 701号，pp1037-1046, 2014.7 
 
6) 門脇耕三，高木次郎他：既存壁式プレキャスト鉄筋コンクリート構造集合住宅の耐震壁への
開口新設手法 その 1 研究の全体計画および概要，日本建築学会大会学術講演梗概集（北陸）,







































19) Midas GEN Ver. 800, MIDAS Information Technology Co.,LTD，2013. 
 




































2016年 2月 8日 
臼井 亮 
 
